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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第113期

第２四半期
連結累計期間

第114期
第２四半期
連結累計期間

第113期

会計期間
自 平成25年４月１日

至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日

至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日

売上高 （百万円） 176,552 181,293 431,638

経常利益 （百万円） 9,141 14,333 36,048

四半期（当期）純利益 （百万円） 5,387 9,100 21,786

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 8,927 11,630 24,462

純資産額 （百万円） 208,741 230,461 223,010

総資産額 （百万円） 387,495 411,499 440,464

１株当たり四半期（当期）純
利益金額

（円） 45.23 76.40 182.89

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 52.9 55.0 49.7

営業活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） 23,049 12,068 39,311

投資活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △1,405 △5,788 △9,146

財務活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △3,388 △4,630 △3,053

現金及び現金同等物の四半期
末（期末）残高

（百万円） 73,505 84,393 82,472
 

 

回次
第113期

第２四半期
連結会計期間

第114期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日

至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日

至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 34.37 45.09
 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重

要な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社および当社連結子会

社(以下「当社グループ」という。)が判断したものである。

　

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、設備投資の増加や企業収益の改善がみられ、

景気は緩やかな回復基調が続いたが、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動等による弱い動

きもみられ、先行きは不透明な状況にあった。

建設業界においては、公共投資は総じて堅調に推移したものの、労務費や原材料価格の上昇など

の影響もあり、依然として厳しい経営環境が続いている。

このような環境の中、当社グループは、各社が有する技術の優位性を活かした受注活動やアス

ファルト合材等の製品販売の強化に努めてきた。その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高

は1,812億93百万円(前年同四半期比2.7％増)となった。利益については、受注競争が激化するな

か、コスト削減や業務の効率化による収益力の向上に努めた結果、営業利益は133億52百万円(前

年同四半期比54.4％増)、経常利益は143億33百万円(前年同四半期比56.8％増)、四半期純利益は

91億０百万円(前年同四半期比は68.9％増)となった。

　

セグメントの業績は次のとおりである。

①　建設事業

当社グループの主要部門であり、当第２四半期連結累計期間の受注高は1,576億56百万円(前年

同四半期比8.7％減)、売上高は1,291億45百万円(前年同四半期比3.7％減)、営業利益は90億25百

万円(前年同四半期比71.5％増)となった。

(舗装土木事業)

受注高は1,185億42百万円(前年同四半期比9.5％減)、売上高は953億95百万円(前年同四半期

比3.3％減)、営業利益は78億95百万円(前年同四半期比56.7％増)となった。

(建築事業)

受注高は391億14百万円(前年同四半期比6.3％減)、売上高は337億50百万円(前年同四半期比

4.7％減)、営業利益は11億29百万円(前年同四半期比401.2％増)となった。

②　製造・販売事業

売上高は308億20百万円(前年同四半期比5.0％減)、営業利益は46億53百万円(前年同四半期比

15.9％減)となった。

③　開発事業

売上高は152億49百万円(前年同四半期比215.0％増)、営業利益は20億５百万円(前年同四半期

比338.6％増)となった。

④　その他

売上高は60億77百万円(前年同四半期比16.4％増)、営業利益は７億71百万円(前年同四半期比

10.3％増)となった。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前第２四

半期連結累計期間末に比べ108億87百万円増加し、843億93百万円となった。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、120億68百万円(前年同四半

期は230億49百万円の増加)となった。これは、主に売上債権の回収によるものである。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、57億88百万円(前年同四半期

は14億５百万円の減少)となった。これは、主に製造・販売事業の機械装置取得等によるものであ

る。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、46億30百万円(前年同四半期

は33億88百万円の減少)となった。これは、主に配当金の支払によるものである。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上および財務上の対処すべき課題の重要な変更、又は

新たに対処すべき重要な課題の発生はない。

　

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は、３億92百万円である。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は

ない。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 240,000,000

計 240,000,000
 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成26年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成26年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 119,401,836 119,401,836
東京証券取引所
（市場第一部）

１単元の株式数は
1,000株である。

計 119,401,836 119,401,836 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年７月１日～
平成26年９月30日

－ 119,401 － 15,324 － 15,913
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(6) 【大株主の状況】
（平成26年９月30日現在）

氏名又は名称 住所

所有株式

数

（千株）

発行済株式

総数に対す

る所有株式

数の割合

（％）

ＪＸホールディングス株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番３号 67,890 56.86

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 5,646 4.73

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 4,501 3.77

ステート　ストリート　バンク　アンド　

トラスト　カンパニー

（常任代理人　(株)みずほ銀行決済営業部）

P. O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.

（東京都中央区月島４丁目16番13号）

1,238 1.04

ザ　バンク　オブ　ニユーヨーク　

メロン　エスエー　エヌブイ　10

（常任代理人　(株)三菱東京ＵＦＪ銀行）

RUE MONTOYERSTRAAT 46, 1000

BRUSSELS, BELGIUM

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）

1,203 1.01

ＣＢＮＹ　ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　ＳＭＡＬＬ　

ＣＡＰ　ＶＡＬＵＥ　ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ

（常任代理人　シティバンク銀行(株)）

388 GREENWICH STREET, NY, NY 10013,

USA

（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

1,030 0.86

メロン　バンク　エヌエー　アズ　エージェン

ト　フォー　イッツ　クライアント　

メロン　オムニバス　ユーエス　ペンション

（常任代理人　(株)みずほ銀行決済営業部）

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108

（東京都中央区月島４丁目16番13号）
900 0.75

エバーグリーン

（常任代理人　(株)三菱東京ＵＦＪ銀行）

P. O. BOX 2992 RIYADH 11169 KINGDOM

OF SAUDI ARABIA

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）

877 0.73

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口９）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 850 0.71

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２番２号 791 0.66

計 － 84,926 71.12

 

 (注)当第２四半期会計期間末現在における上記大株主の持株数のうち信託業務に係る株式数は、当社として把握するこ

とができない。

 

EDINET提出書類

株式会社ＮＩＰＰＯ(E00049)

四半期報告書

 6/20



 

(7) 【議決権の状況】

①【発行済株式】
平成26年９月30日現在

区分 株式数(株)
議決権の数

(個)
内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）  

１単元の株式は1,000株である。
　普通株式 288,000 －

（相互保有株式）  

　普通株式 5,000 －

完全議決権株式（その他） 　普通株式 118,746,000 118,746 －

単元未満株式 　普通株式 362,836 － １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数  119,401,836 － －

総株主の議決権 － 118,746 －
 

 

②【自己株式等】
平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）      

(株)ＮＩＰＰＯ
東京都中央区京橋
１丁目19番11号

288,000 － 288,000 0.24

（相互保有株式）      

岡山舗道(株)
岡山県瀬戸内市牛窓
町長浜2476－1

2,000 － 2,000 0.00

(株)ダイニ
島根県出雲市高岡町
1341

2,000 － 2,000 0.00

坂田砕石工業(株)
岡山県津山市北園町
30－19

1,000 － 1,000 0.00

計 － 293,000 － 293,000 0.25
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はない。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

(平成19年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準

じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年７

月１日から平成26年９月30日まで)および第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを

受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】
           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 47,865 48,566

  受取手形・完成工事未収入金等 149,816 108,397

  リース債権及びリース投資資産 3,250 3,202

  未成工事支出金 18,203 24,597

  たな卸不動産 27,843 23,540

  その他のたな卸資産 ※１  2,979 ※１  3,122

  短期貸付金 35,139 36,105

  繰延税金資産 3,522 3,493

  その他 16,252 17,151

  貸倒引当金 △350 △339

  流動資産合計 304,523 267,837

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 59,975 62,045

   機械装置及び運搬具 89,903 89,732

   工具、器具及び備品 5,075 5,091

   土地 57,255 58,317

   リース資産 880 909

   建設仮勘定 834 1,732

   減価償却累計額 △123,866 △124,019

   有形固定資産合計 90,058 93,811

  無形固定資産 2,008 2,201

  投資その他の資産   

   投資有価証券 41,253 44,503

   長期貸付金 263 390

   繰延税金資産 385 352

   その他 3,136 3,347

   貸倒引当金 △1,165 △942

   投資その他の資産合計 43,874 47,649

  固定資産合計 135,941 143,662

 資産合計 440,464 411,499
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 142,133 106,772

  短期借入金 1,965 1,793

  未払法人税等 10,676 5,283

  未成工事受入金 11,083 18,723

  賞与引当金 3,829 3,411

  完成工事補償引当金 351 394

  工事損失引当金 947 720

  その他 16,987 13,271

  流動負債合計 187,974 150,370

 固定負債   

  長期借入金 4,668 3,277

  繰延税金負債 8,785 8,598

  役員退職慰労引当金 106 102

  退職給付に係る負債 6,757 9,437

  資産除去債務 1,022 1,080

  その他 8,139 8,171

  固定負債合計 29,479 30,667

 負債合計 217,454 181,037

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 15,324 15,324

  資本剰余金 15,916 15,916

  利益剰余金 172,899 177,850

  自己株式 △190 △198

  株主資本合計 203,950 208,893

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 16,263 18,249

  繰延ヘッジ損益 △0 △0

  退職給付に係る調整累計額 △1,258 △858

  その他の包括利益累計額合計 15,005 17,390

 少数株主持分 4,055 4,177

 純資産合計 223,010 230,461

負債純資産合計 440,464 411,499
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 176,552 181,293

売上原価 157,978 157,260

売上総利益 18,573 24,032

販売費及び一般管理費 ※１  9,924 ※１  10,679

営業利益 8,648 13,352

営業外収益   

 受取利息 52 73

 受取配当金 377 523

 持分法による投資利益 44 256

 不動産賃貸料 58 69

 為替差益 315 92

 デリバティブ評価益 － 53

 その他 114 98

 営業外収益合計 962 1,167

営業外費用   

 支払利息 47 39

 手形売却損 1 1

 支払保証料 61 51

 不動産賃貸費用 27 69

 デリバティブ評価損 253 －

 その他 78 25

 営業外費用合計 469 185

経常利益 9,141 14,333

特別利益   

 固定資産売却益 42 389

 その他 － 15

 特別利益合計 42 404

特別損失   

 固定資産除売却損 27 85

 関係会社株式売却損 20 －

 その他 2 3

 特別損失合計 51 88

税金等調整前四半期純利益 9,132 14,650

法人税等 3,663 5,437

少数株主損益調整前四半期純利益 5,468 9,212

少数株主利益 80 112

四半期純利益 5,387 9,100
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 5,468 9,212

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 3,459 2,014

 退職給付に係る調整額 － 402

 持分法適用会社に対する持分相当額 △0 △0

 その他の包括利益合計 3,459 2,417

四半期包括利益 8,927 11,630

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 8,829 11,485

 少数株主に係る四半期包括利益 98 144
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 9,132 14,650

 減価償却費 2,155 2,605

 有形固定資産売却損益（△は益） △42 △389

 有形固定資産除売却損益（△は益） 27 85

 たな卸資産評価損 － 53

 持分法による投資損益（△は益） △44 △256

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 254 △235

 賞与引当金の増減額（△は減少） △254 △417

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △596 －

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 534

 工事損失引当金の増減額（△は減少） △87 △227

 受取利息及び受取配当金 △430 △596

 支払利息 47 39

 為替差損益（△は益） △73 △78

 売上債権の増減額（△は増加） 47,824 41,982

 未成工事支出金の増減額（△は増加） △5,419 △6,393

 たな卸資産の増減額（△は増加） △2,218 4,142

 仕入債務の増減額（△は減少） △24,345 △38,032

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 3,857 7,640

 未払消費税等の増減額（△は減少） △2,130 △2,585

 その他 1,125 △291

 小計 28,784 22,230

 利息及び配当金の受取額 577 594

 利息の支払額 △77 △63

 法人税等の支払額 △6,234 △10,692

 営業活動によるキャッシュ・フロー 23,049 12,068

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △1,452 △6,503

 有形固定資産の売却による収入 97 448

 投資有価証券の取得による支出 △84 △717

 投資有価証券の売却による収入 14 6

 投資有価証券の払戻による収入 － 800

 長期貸付けによる支出 △630 △768

 長期貸付金の回収による収入 611 629

 その他 39 316

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,405 △5,788

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 1,091 288

 短期借入金の返済による支出 △1,435 △487

 長期借入れによる収入 280 100

 長期借入金の返済による支出 △1,448 △1,479

 配当金の支払額 △1,786 △2,977

 少数株主への配当金の支払額 △26 △25

 その他 △63 △48

 財務活動によるキャッシュ・フロー △3,388 △4,630

現金及び現金同等物に係る換算差額 73 78

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 18,329 1,727

現金及び現金同等物の期首残高 54,997 82,472

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 179 193

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  73,505 ※１  84,393
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第２四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)
 

(退職給付に関する会計基準等の適用)

　「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計

基準」という。)および「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25

号　平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文お

よび退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第１四半期連結会計期間より適用

し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定

額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の算定方法を変更した。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに

従って、当第２四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の

変更に伴う影響額を利益剰余金に加減している。　

この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が2,316百万円増加し、利益

剰余金が1,227百万円減少している。なお、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益およ

び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微である。
 

 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間

（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）
 

(税金費用の計算)

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む当連結会計年度の税引前当期純利益に

対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率

を乗じて計算する方法を採用している。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１.その他のたな卸資産の内訳

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

製品 327百万円 507百万円

材料貯蔵品 2,652百万円 2,615百万円

計 2,979百万円 3,122百万円
 

 

２．保証債務

(1)連結会社以外の会社等の金融機関借入金について保証を行っている。

前連結会計年度

(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

従業員（住宅等購入資金） 93百万円 従業員（住宅等購入資金） 69百万円
 

 

(2)下記の得意先が行うマンション購入者への手付金保証契約に対して保証を行っている。

前連結会計年度

(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

(株)プレサンスコーポレーション 202百万円 ―  ―
 

 
(四半期連結損益計算書関係)

※１.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年９月30日)

従業員給料手当 3,067百万円 3,132百万円

賞与引当金繰入額 849百万円 891百万円

退職給付費用 265百万円 141百万円
 

 

２．売上高の季節的変動
　

前第２四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日)および当第２四半期

連結累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日)

　

当社グループは、連結会計年度の売上高が下半期に大きくなる季節的変動がある。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係は次のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

現金預金勘定 44,459百万円 48,566百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △418百万円 △182百万円

短期貸付金のうち３ヶ月以内に現金化可能なもの 29,464百万円 36,009百万円

現金及び現金同等物 73,505百万円 84,393百万円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日

定時株主総会
普通株式 1,786 15 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金

 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月24日

定時株主総会
普通株式 2,977 25 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連

結損益計

算書計上

額

（注３）

建設事業
製造・販売

事業
開発事業 計舗装土木

事業

建築

事業

売上高          
外部顧客への

売上高
98,651 35,405 32,433 4,840 171,331 5,221 176,552 － 176,552

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

134 2 13,622 48 13,808 3,325 17,134 △17,134 －

計 98,785 35,408 46,056 4,889 185,139 8,546 193,686 △17,134 176,552

セグメント利益 5,038 225 5,535 457 11,256 699 11,955 △3,306 8,648
 

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設機械のリース・製

造・修理、車両リース、ゴルフ場およびホテルの事業、建設コンサルタント事業、ＰＦＩ事業および

その他の事業を含んでいる。

２．セグメント利益の調整額△3,306百万円は、各セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告

セグメントに帰属しない当社の本社管理部門に係る費用である。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第２四半期連結累計期間において、固定資産に係る重要な減損損失の認識、のれんの金

額の重要な変動および重要な負ののれん発生益の認識はない。

　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連

結損益計

算書計上

額

（注３）

建設事業
製造・販売

事業
開発事業 計舗装土木

事業

建築

事業

売上高          
外部顧客への

売上高
95,395 33,750 30,820 15,249 175,216 6,077 181,293 － 181,293

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

157 0 13,214 37 13,409 2,926 16,336 △16,336 －

計 95,552 33,750 44,034 15,287 188,625 9,003 197,629 △16,336 181,293

セグメント利益 7,895 1,129 4,653 2,005 15,683 771 16,454 △3,102 13,352
 

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設機械のリース・製

造・修理、車両リース、ゴルフ場およびホテルの事業、建設コンサルタント事業、ＰＦＩ事業および

その他の事業を含んでいる。

２．セグメント利益の調整額△3,102百万円は、各セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告

セグメントに帰属しない当社の本社管理部門に係る費用である。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第２四半期連結累計期間において、固定資産に係る重要な減損損失の認識、のれんの金

額の重要な変動および重要な負ののれん発生益の認識はない。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

項目

前第２四半期連結累計期間

(自 平成25年４月１日

 至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日

 至 平成26年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 45.23円 76.40円

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 5,387 9,100

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 5,387 9,100

普通株式の期中平均株式数(株) 119,126,396 119,115,989
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

(重要な後発事象)

該当事項なし。

 

２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年11月13日

株式会社ＮＩＰＰＯ

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   梅 　村　 一　 彦   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   髙　 橋      　聡   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   小　宮　山　高　路   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＮＩＰ

ＰＯの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＮＩＰＰＯ及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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